




















































































（ 3）　栃尾市（2003）『第六次栃尾市総合計画　基本構想』、ちなみに1990（平成 3 ）年の『第四次総










（ 6）　『栃尾タイムス』1964（昭和39）年 6 月 5 日































栃尾市人口 36，013 34，431 32，324 30，694 29，692 27，909 26，390 24，704
国勢調査年 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000
図 4　2012年の旧栃尾市市街地（1947年写真とほぼ同位置）（13）
（13）　Google map（https://maps.google.co.jp/）2012．8．1アクセスをもとに作成。









































（15）　Google earth 航空写真地図よりプロット。画像取得日2010年 9 月 5 日、黄線は幹線道路である。




































年度 数量（反） 金額（円） 反当り金額（円銭）
1928 （昭和 3 年） 471，139 3，908，760 8．3
1929 （昭和 4 年） 423，105 3，113，289 7．36
1930 （昭和 5 年） 495，945 2，517，343 5．08
1931 （昭和 6 年） 548，811 2，951，823 5．38
1932 （昭和 7 年） 572，198 2，867，723 5．01
1933 （昭和 8 年） 610，459 1，867，723 3．06
1934 （昭和 9 年） 809，659 4，934，990 5．43
1935 （昭和10年） 1，080，503 6，943，794 6．43
1936 （昭和11年） 1，201，494 7，406，348 6．16
1937 （昭和12年） 1，367，303 6，834，592 5．00
1938 （昭和13年） 1，464，975 6，558，934 4．48
　このような先染めの「栃尾縮」から後染めの白生地への転換は1930（昭和
5 ）年頃～1932（昭和 7 ）年頃になされ、1933（昭和 8 ）年には一時景気の底
をつくものの1934（昭和 9 ）年からは急速に発展し、1935（昭和10）年以降は














































































































































































































































































































































































































































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、統制の施行された昭和十三年に遡って
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、同時に行われな
4 4 4 4 4 4 4
ければならない筈だった
























4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。この混迷の基をなすものが織機登録であり
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、
この利権目当ての経営システムと、経営のギャンブル的発想
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
がその度合いを更に
（53）　鈴木倉市郎（1978）前掲、p.108。
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（50）
深め複雑にしている。なぜ織機規制を廃止しないのか



























れる様子であった（『越後経済新報』1951（昭和26）年 6 月 1 日）。
（57）　『刈谷田新報』1983（昭和58）年12月 7 日。























































（65）　『中越民報』1953（昭和28）年 4 月 5 日。
（66）　『中越民報』1953（昭和28）年 4 月25日。











表 3 　1953（昭和28）年 5 月15日執行栃尾町長選挙
1953（昭和28）年5月15日執行
名前 得票数 属性 支持連合
皆川信吾 2，534 織物事業者、元町議会議員 織物組合反幹部派
佐藤熊太郎 1，913 町議会議員、織物組合理事 織物組合幹部派










（68）　『中越民報』1953（昭和28）年 5 月 5 日。
（69）　栃尾においては1951（昭和26）年中頃までは好況であったが、翌年の1952（昭和27）年になる
と織物業界は不況となり、前年度の所得を基準として徴収されていた所得税を始め滞納者が続出
していたのである（『中越民報』1952（昭和27）年 2 月26日、 3 月 6 日、 3 月16日、 8 月 3 日）。
（70）　『長岡新聞』1954（昭和28）年 5 月18日。
（71）　『中越民報』1954（昭和28）年 5 月 5 日。
（72）　『中越民報』1954（昭和28）年 5 月25日。





























（77）　『栃尾新聞』1957（昭和32）年 5 月 5 日。
（78）　栃尾市史編纂委員会編（1980）前掲、p.511、『栃尾新聞』1957（昭和32）年 5 月 5 日。
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（45）
表 4 　1957（昭和32）年 5 月12日執行栃尾市長選挙
1957（昭和32）年5月12日執行（第一回市長選挙）
































（80）　『栃尾新聞』1957（昭和32）年 5 月12日、『新潟日報』1957（昭和32）年 5 月10日。
（81）　『栃尾新聞』1957（昭和32）年 5 月 5 日。
（82）　『栃尾新聞』1957（昭和32）年 5 月26日。























































































































は言えないが、旧新潟三区全域でも亘四郎の票が伸びず、これまで自民党 3 、社会党 2 の議席を
守ってきた構図が、自民党 2 、社会党 3 と逆転される結果になった。
（100）　『刈谷田新報』1983（昭和58）年11月27日。



























































（111）　『北越広報』1961（昭和36）年 4 月21日、『栃尾新聞』1965（昭和40）年 4 月 7 日。











表 5 　1961（昭和36）年 5 月12日執行栃尾市長選挙
1961（昭和36）年5月12日執行（第二回市長選挙）


















（112）　『栃尾新聞』1961（昭和36）年 5 月 2 日。



























（118）　『栃尾新聞』1964（昭和39）年12月16日、『栃尾タイムス』1965（昭和40）年 5 月 5 日。
（119）　『栃尾新聞』1965（昭和40）年 4 月 7 日。
（120）　『栃尾新聞』1965（昭和40）年 4 月14日。
（121）　『栃尾新聞』1965（昭和40）年 5 月 5 日。
（122）　『栃尾新聞』1965（昭和40）年 3 月24日。




























て見なされなくなっていくこととなる（『栃尾新聞』1965（昭和40）年 1 月20日、5 月 5 日、12日）。
（124）　脳梗塞（当時の新聞では「脳軟化症」と伝えられる）により言語障害が発症してきたのである。
































あった（『栃尾新聞』1936（昭和36）年 8 月27日『刈谷田新報』1984（昭和59）年 1 月17日）。

























































（138）　『栃尾タイムス』1967（昭和42）年 7 月 5 日。


























（139）　『栃尾新聞』1968（昭和43）年 1 月 1 日、 5 月29日。
（140）　『栃尾新聞』1969（昭和44）年12月 3 日。
（141）　『栃尾新聞』1969（昭和44）年12月 3 日。

























（143）　「栃尾新聞」1970（昭和45）年 1 月 1 日。
（144）　『栃尾タイムス』1967（昭和42）年 5 月 9 日。
（145）　『栃尾新聞』1970（昭和45）年 7 月 8 日。
（146）　『栃尾タイムス』1970（昭和45）年11月25日。
（147）　『栃尾新聞』1970（昭和45）年 7 月 8 日。




























































（156）　『栃尾新聞』1971（昭和46）年 4 月 7 日。


















名前 得票数 属性 支持連合
渡辺芳夫 13,082 市長 自民党各派、民社党、地区労、公明党















これまで自民党の佐藤熊太郎が連続 4 期、うち 3 期を無投票当選してきてお

















（161）　『栃尾新聞』1975（昭和50）年 3 月 5 日。
（162）　『栃尾新聞』1975（昭和50）年 4 月 2 日。
（163）　『栃尾新聞』1975（昭和50）年 3 月 5 日、『栃尾タイムス』1975（昭和50）年 4 月 5 日。
（164）　『栃尾新聞』1975（昭和50）年 3 月 5 日。
（165）　『栃尾新聞』1975（昭和50）年 4 月 2 日。
（166）　『栃尾タイムス』1975（昭和50）年 4 月 5 日。



























院災害対策特別委員会 5 号（1974（昭和49）年 3 月 6 日）、経済企画庁総合開発局山村豪雪地帯
振興課長岩渕道生発言より）また、事業費のうち 1 / 2 国庫負担、 1 / 4 県負担、 1 / 4 市負担の事
業である。
（169）　『栃尾新聞』1972（昭和47）年 4 月 5 日、1973（昭和48）年 1 月 1 日。
306 縮小する地域産業と恩顧主義的自治の展開〔箕輪　允智〕
（25）


























































































（184）　『栃尾タイムス』1978（昭和53）年11月 5 日、林欣治（2008）前掲 pp.118⊖120。
（185）　『栃尾タイムス』1978（昭和53）年11月 5 日。
（186）　林欣治（2008）前掲、p.121。
（187）　『栃尾タイムス』1979（昭和54）年 4 月 5 日。
（188）　『栃尾新聞』1979（昭和54）年 4 月25日。




























































































なったままであった。『栃尾新聞』1978（昭和53）年 6 月25日、林欣治（2008）前掲 pp.97⊖99。





















（203）　『栃尾新聞』1979（昭和54）年 1 月 5 日、11月25日。
（204）　林欣治（2008）前掲、pp.97⊖99。
（205）　『栃尾新聞』1980（昭和55）年 3 月25日。

































































































谷田新報』1982（昭和57）年 2 月 5 日、 6 月25日）。
（220）　『刈谷田新報』1984（昭和59）年 9 月17日。
（221）　『刈谷田新報』1987（昭和62）年 2 月 7 日。


























（223）　『刈谷田新報』1989（平成元）年 8 月 7 日、 9 月 7 日。
（224）　『刈谷田新報』1990（平成 2 ）年 1 月 7 日。
（225）　『栃尾タイムス』1989（平成元）年 9 月 5 日。
（226）　『刈谷田新報』1989（平成元）年12月17日。































（227）　『栃尾タイムス』1990（平成 2 ）年 3 月15日。
（228）　『栃尾タイムス』1990（平成 2 ）年10月15日。





























（231）　『刈谷田新報』1994（平成 6 ）年 4 月 7 日、『栃尾タイムス』1994（平成 6 ）年 4 月 5 日。
（232）　『栃尾タイムス』1994（平成 6 ）年11月15日。
（233）　『栃尾タイムス』1994（平成 6 ）年 4 月 5 日、11月 5 日、11月15日。
（234）　『栃尾タイムス』1994（平成 6 ）年11月15日。
（235）　『栃尾タイムス』1995（平成 7 ）年 7 月 5 日。




















































周辺整備が続いていくこととなる（『刈谷田新報』1988（昭和63）年 3 月 7 日、1991（平成 3 ）
年 6 月17日）。
（244）　なお、このスキー場は2016（平成28）年現在も存続している「とちおファミリースキー場」
のことではない。『刈谷田新報』1988（昭和63）年 9 月 7 日。
（245）　『刈谷田新報』1988（昭和63）年 9 月27日。
（246）　林欣治（2008）前掲、pp.128⊖137。
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（10）























（249）　『刈谷田新報』1991（平成 3 ）年 2 月 7 日。
（250）　『刈谷田新報』1993（平成 5 ）年10月27日。
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（2）
とにも繋がっていく。栃尾郷の織物産業が衰退を続ける中、職場や商圏として
も長岡に依存する傾向が強くなっていく。そして平成の合併という機会には当
初あまり前向きでは無かったものの、中越大震災での近隣町村の被害とそれら
の町村と合併が決まっていた長岡市との連携対応を横目で見て実感することで
栃尾市という自治体を消滅させる道を選んでいった。これは、結局のところ栃
尾市が指向し続けた「メンテナンス」を行い続けるには、合併の道をとった方
が、少なくとも全国標準的なサービスを受けることや地域の整備を受けていく
に適切だという答えを出したということであったとも考えられるのである。
 ―みのわ　まさとし・法学部講師―
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（1）
